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収益作用因の理論的分析と

　　　　その収益計算・原価計算への応用

尾　畑　　裕

1　問題提起

　近年，管理会計においても市場との関係が重視されるようになってきた．

原価企画においてもマーケソトインの思考がきわめて重要な概念として位置

付けられている．顧客別収益性分析1）なども重要なテーマとなってきている．

しかしながら，コスト面に比べて，収益面の理論的分析はきわめて遅れてい

る2）．最近アメリカの文献でもレベニュードライバー（reveme　drivers）

という言葉が使わんるようになっている3〕が，その内容は必ずしも明らかで

はなL・．

　問題は，そもそも収益はどういう原因で発生するのかということである。

収益の発生に影響を与える要因を収益作用因ないしはレベニュードライバー

と呼ぶことにしよう．表面的な現象としては，製造業における収益は・販売

量と販売単価の積であり，収益の発生原因についてとくに検討する余地はな

いかのように見える．しかしながら，さらに踏み込んで販売量に影響を与え

る要因はなにかと考えていくと，ある企業の一定期間内にはいってくる収益

を説明する要因をつきとめるのは簡単なことではないことにすぐに気がつく

であろう．

　もし，収益の発生原因を明らかにすることができれば，まず短期の利益計

画に役立つであろう．予算編成の基礎として，収益に影響を与える要因とそ

の収益への影響の度合がわかっていれぱ便利である、また，収益作用因がわ

かれば，原価計算の構造にも影響をあたえるであろう．現在の原価計算は・
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製晶1単位あたりに原価を集計するが，これは，製品1単位あたりの収益が

比較的に容易に決定されることと無関係ではない．しかし，収益と原価を対

応させる媒介は，かならずしも製晶である必要はない．収益発生原因ごとに

収益と原価を対応させるような計算は，資源の最適配分に有用な情報を提供

できるであろう．このように収益理論に基礎づけられたまったく新しい構造

をもった原価収益計算が提案される可能性があるのである．製晶開発段階で

そのような計算構造が適用されれば新しいタイプの原価企画が生まれるかも

しれない．

2　ドイツにおける収益理論の展開

　収益作用因（ErldseinnuBgr6Ben）を明らかにしようという研究は，ド

イツにおいて行われている．もっともドイツ’においても収益面を重視する研

究は少数派であり，生産・原価理論（Produkutions－mdKostentheorie）

の蓄積にくらべて収益理論（ErlOstheorie）4）の蓄積ははるかに少ない．原価

計算の研究にくらべても，収益計算（Er16srechnung）の研究は多くない．

　原価理論・原価計算の全盛期において，いちはやくその一面性を指摘し，

収益面の分析の必要性を強調し牟のはシェーファー（SchafeηE。）であっ

た5）．もっともそれ以前に，ニックリッシュ（Nicklish，H、）やベステ

（Beste，Th．）などがその萌芽的思考を展開していると指摘されている6〕．た

だ，ソェーファーは，収益計算の計算技術的問題と存在論としての収益理論

の問題を明碓に分けるよう主張し，収益理論の確立におおいな貢献をなした

のである7）．その後，リーベル（Riebe1，P．）は，シェーファーの収益生成

プロセスの理論を深化させ，さらに連結収益についても詳しく論じた8）．最

近この分野で注目すべき研究は，へ一二ヘン（H亘nichen，Th．）の研究9）で

ある．かれは，その著書「工業経営における収益の発生と内部会計における

その写像一計画収益計算の展開のための要件とその実行のための理論的提案

一」において，収益理論と収益計算の両方を扱っているが，特に注目すべき

は，収益に影響を与える要因と収益との法則の発見をめざしており，ちょう
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ど原価理論に対応する収益理論を構想していることである、ただし，へ一二

ヘンは，原価理論が，物理的・化学的な自然科学的関連に基礎をおいている

のにたいし，収益理論は，人間の需要行動の不確かさを取り扱う必要があり，

収益発生の準法則性や理念的説明モデルを示すにとどまると述べている1O）．

　本論文では，これらのドイッにおける研究をひとつひとつていねいに紹介

することは意図していない．ドイッ収益理論の学説史的検討は，別の機会に

譲るとして，ここでは，それらの著作のなかから筆者の問題意識に関係する

部分を紹介し，検討し，私見を述べたい．ドイッ収益理論の中心的問題であ

る連結収益の問題と収益形成プロセスの問題をとくにとりあげる．

3連結収益の閤題

　（1）連結収益の生ずる例

　連結原価というのがあるように連結収益というのがあり，ドイッの収益理

論において論じられている、おのおのの製品は販売単価をもっているわけで

あるから，常識的に考えれぱ連結収益などというものは存在しないと思うか

もしれない．事実，我が国やアメリカの文献では，連結収益というのはまず

みかけない概念である．具体的には，（a）いくつかの製品を同時に同じ顧

客に販売し一括した価格で契約した場合，（b）数量割引などがある場合，

（c）定額料金がある場合（d）主給付と副給付がセットにされて提供される

場合などに，連結収益が生ずるとされているのである、最後の（d）「主給

付と副給付がセットにされて提供される場合」は，あとで検討するように拡

張性の高い概念である．以下，リーベルの説明を参考にしながら，連緒収益

の問題を検討してみようl1）．

　iいくつかの製品を同時に同じ顧客に販売し一括した価格で契約した場合

　たとえば，ある顧客に製品A，製晶B，製晶C，製品Dの4種類の製晶

を売る契約をしたとする．それぞれの製晶にカタログ価格があったとしても，

契約としては，4つの製晶を一括していくらという契約をした場合には，そ

れぞれの製品に帰属する収益が明確ではなくなり，連結収益が発生するので
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　ある．たとえば，事務所や店舗の備晶，工場の装置一式を一括して注文する

　場合にこのようなことが起こる12）．

　　ii数量割引などがある場合

　　一定期間に一定金額以上の注文を行った顧客に現金を渡したり，追加的注

　文を無料としたりといった数量割引が行われており，顧客が異なる種類の製

　品を注文しているとする．この場合，特定の顧客にたいする一定期間の収益

．　の総額はわかるが，特定の顧客に販売した特定の種類の製晶から生じた収益

　を確定することができないI3）．このような場合，その製晶のカタログ価格を

　直接収益として認識し，数量割引をマイナスの間接収益として認識するので

　ある．

　　iii定額料金がある場合

　　電気代などの基本料金部分のように一定期間に固定額の金額を請求する場

　合，また1回の注文に一定額の料金が付加されるような場合，連結収益が生

　ずる14）．

　　iv　主給付（Hauptleistung）と副給付（Neben1eistung）がセツトにさ

　れて提供される場合

　　主製品と副産物の区別があるように，主給付と副給付が区別される．主給

　付と副給付は，理論的には分離することのできる給付であるが，通常セット

　にして提供され，副給付が主給付の販売を促進する作用をしているものをい

　う・例としては・与信やアフターサービスが副給付の例としてあげられる15）．

　現金割引が行われる場合，現金割引が適用された価格が本来の製品提供から

　生ずる収益であり・現金割引適用前のカタログ価格は，与信給付という形の

　副給付にたいする対価を含んだ価格である．

　　副給付の概念は非常に拡張性の高い概念である．たとえば，製晶価格のな

　かに，運送給付にたいする対価が含まれていたり，アフターサービスにたい

　する対価が含まれていたりする．製造業といえどもただ製品を提供している

　だけでなく様々なサービスも同時に提供していることを示すのにこの副給付

　の概念は有益である．また，サービス業のアウトプツトを説明するときにも
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この概念は使える．たとえば，レストランのアウトプットを説明するときに，

主給付は，料理だけれども，副給付として，ウェーターのサービスや雰囲気

のある場所の提供などを考えることができる．お客は，料理にたいしてのみ

ならず，ウェーターのサービスや雰囲気のある場所の利用にたいしても対価

を支払うのである、したがって，レストランの収益は，料理にたいする対価

の部分とウェーターのサーピスに対する対価，場所の利用にたいする対価を

含んでいるのである．　　　　　　　一

　（2）連結収益問題の計算技術的解決

　連結収益の解決方法としては，通説的方法では，間接収益を製品単位に配

賦する．原価計算における原価種類別計算（費目別計算），原価場所別計算

（部門別計算），原価負担者別計算（製品別計算）のアナロジーにしたがって，

収益計算についても，収益種類別計算，収益場所別計算，収益負担者別計算

（製晶別計算）を考える．収益種類には，たとえぱ機能割引，数量割引など

のマイナスの間接収益が含まれる．収益場所別計算でいう収益場所とは，流

通経路または顧客グループである．収益は直接収益と間接収益に分けられ，

カタログ価格に基づく直接収益は，各製品に直接帰属させられ，間接収益は

配賦を行う16）．

　リーベル的な解決は，製晶単位に配賦するのではなく，一致性原則にした

がい，同一意思決定によって生じた収益と原価とを対応させる・「給付の販

売から生ずる収益は，最終的には常に，顧客にたいして給付提供の契約を行

うことを決めた意思決定に帰属させることができる．その同じ意思決定が，

顧客の給付引き渡しの要求に応じるためになされる一連の注文履行の意恩決

定を弓1起こす．この一連の意思決定が引起こす支出なり原価がまとめられ，

契約締結という基本的意思決定が引起こす収益と対応させられるのであ

る17）．」

4収益形成の諸局面

ドイッの収益理論の伝統にしたがえば，収益の形成は，製品の生産段階で
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図1

経営プロセス

少しずつ価値が形成される経営内部的収益形成プロセスと実際に製晶が販売

される収益実現プロセスとにわけて考察される．

　（1）．経営内部的価値形成としての収益形成

　シェーファーは，原価の発生と収益の発生は同時に進行すると主張する．

「むしろ，生産と販売は，ひとつの経済的な給付創出プロセスに融合するの

である．（生産と販売の）どちらの領域でも費用の過程と収益の過程，費用

の側面と収益の側面に関係するのである．しかし，生産において費用サイド

が支配的になり，販売においては収益サイドが支配的になるといってよ

い．」と述べて，シェーファーは図1のような図を示している（図1）18）．

　このような考え方の背後には，原価財が消費されると同時に，あらたな価

値が形成されていくという考えかたがある．しかしその価値は，顧客に販売

されるまでは実現されない潜在的収益なのである．このような価値形成プロ

セスの考え方のもととなったのは，ニヅクリヅシュの経営共同体的な収益配

分思考であったかもしれないが，ドイッ経営経済学らしい思考といえよう．

　へ一ニヘンは，「内部経営的収益形成の諸局面」19）という節と，「製品単位

固有の収益実現の局面」20）という節をもうけている．へ一二ヘンの興味は後

者のほうにあるのだが，前者の問題についてもかなり詳しく論じている．そ

の理由を次のように述べている．「ひとつには，実現収益の金額への影響も
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内部経営的収益形成に原因をもっているからであり，ふたつには，内部経営

的収益形成の方向に収益計算を拡張することも意味のあることであるという

ことを示したかったからで，ある21）．」「内部経営的収益形成の方向に収益計算

を拡張すること」というのは実に示唆深い指摘である．そして，へ一二ヘン

は，以下のような諸局面を区別して，ひとつひとつについて詳しく論じてい

る．

　まず大きく経営ライフサイクルにおける一般的収益準備局面22），製晶ライ

フサイクルにおける製品種類固有の収益形成局面23），経営職能領域を通過し

て完成しつつある製品の製品単位固有の収益形成局面24）の3つの局面に分け，

経営ライフサイクルにおける一般的収益準備局面を収益潜在力構築局面25）と

収益潜在力維持・費消局面26〕に分け，製品ヲイフサイクルにおける製品種類

固有の収益形成局面を開発サイクルにおける具体的な製晶種類固有の収益形

成27）と市場サイクルとアフターサービスサイクルにおける製品種類固有の収

益具現化局面28）に分けている．経営職能領域を通過して完成しつつある製品

の製品単位固有の収益形成局面を，具体的な製晶単位固有の収益準備局面と

しての調達と材料保管29），製品単位固有の収益具現化局面としての製造と製

晶倉庫保管30）に分けて論じている．

　（2）収益実現の局面

　経営内部の活動によって形成された潜在的収益は，販売活動によって実現

収益に転換される．へ一二ヘンはこのプロセスを「製晶単位固有の収益実現

の局面」とよんでいる．販売活動によって実現収益に転換されるといったが，

このプロセスで生ずる収益にはふたっの意味がある．びとつは，販売活動に

よって，製品に価値を付与するという側面，すなわち内部経営的収益形成の

最終局面という側面と，価値の形成ということとは無関係に販売活動によっ

て顧客にはたらきかけて収益を実現するという側面である．へ一二ヘンは両

方の問題を論じている31〕、

　なにが収益の実現に影響を与えるかという考察において，へ一二ヘンは，

制約条件と狭義の収益作用因を分けている．制約条件には，経営外の収益発
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生の与件と経営内の収益発生の与件がある．経営外の収益発生の与件として

は，市場の大きさおよび構造，一般的な市場の条件32），競争企業の行動33），

消費者の行動ヨ4），国民経済全体の状況35）などが考察され，企業内の収益発生

の与件としては，企業目的36），立地37），経営規模38），設備装備39），安定的な

従業員40），研究開発の質と量41）を詳しく検討している．狭義の収益作用因と

しては，1次的収益作用因と2次的収益作用因に分けている．1次的収益作

用因としては，価格42）と（販売）量43）が収益作用因である．2次的収益作用

因は，製晶政策44），流通政策45），コミュニケーション政策（広告政策）46）を

あげて詳しく検討している．2次的収益作用因は，販売数量の変化を通じて

収益に間接的に影響を与えるので「2次的」といわれる．

　へ一二ヘンのいう制約条件のうち経営外の収益発生の与件は，経営者がコ

ントロールすることができない，本当の意味での与件であるが，経営内の収

益発生の与件は，短期的には動かすことができなくても，長期的には経営者

の意思決定により変更することができるものである．このようなものを与件

としてあげてあるのは，へ一二ヘンの収益理論展開の意図による．へ一二ヘ

ンは，収益理論を短期の収益計画の手段としての計画収益計算に役立てたい

と思っており，経営者が短期的に変更できないものは，与件としてとらえた

のである47）．したがって，へ一二ヘンがもっとも力をいれて書いているのが，

狭義の収益作用因である．ちなみに，製晶政策において，製品に新しい機能

を付け加えるなど大々的な設計変更になる場合は短期的に動かすことができ

ない．しかし，マイナーチェンジや包装の変更などは，短期的な製晶政策の

枠内で行われるのである48）．

　収益作用因と収益との関係を関数関係で表そうという姿勢を示しているが，

ドイッの販売論（Absatz1ehre）の系統の研究を中心に組み立てられており

ドイッ的な意味での常識的な分析にとどまっている、この点は，もっと最近

のアメリカにおけるマーケティングサイエンスの研究成果なども積極的にと

りいれるべきではないかと思われる．

　（3）経営内部的価値形成としての収益形成と収益実現の局面の関係
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　へ一二ヘンの考えによれぱ，経営内部的価値形成は，収益実現のプ回セス

の前提になっているのである．そのことは，「内部収益形成によってつくら

れた完成晶の収益価値は，実現収益の事実上の価値的な基礎となる49）」とい

うような表現のなかに現れている．

　一見すると，実現収益に影響を与える収益作用因の分析において経営内部

的価値形成は，無関係ではないかとも思われる．企業努力が必ずしも収益に

反映されるとは限らないからである．しかし，経営内の価値形成局面は，製

晶属性を通じて顧客の行動に影響を与えることができるので，無関係ではな

い．むしろ，経営努力と顧客の行動をリンクさせるモデルとして経営内価値

形成モデルは有用といえるかもしれない．

5結論と残された問題

　（1）収益作用因の体系化

　前節での検討から筆者なりに収益作用因を以下のように整理してみたい．

　まずはじめに注意しなければならないのは，収益の発生は，企業の努力の

みに依存するものではないことである．直接的には，企業の収益を決めるの

は顧客の行動である．企業は，顧客の行動に影響を与えることによってのみ

自ら得る収益に影響を与えることができるのである．

　したがって，顧客の行動に影響をあたえる要因を収益作用因として考える

ことができる．収益作用因が収益にたいしてどのような影響をあたえるかに

ついては，マーケティング・サイエンスの研究成果が援用できるのではない

カ、と｛宴う50）．

　顧客の行動に影響を与える要因としては，広告宣伝や販売促進のほかに，

製品自体の製晶属性もある．顧客の購買行動に影響を与える製晶属性は，顧

客によって知覚された製晶属性であるが，客観的な製品属性も無関係ではな

い．また，製品属性とひとくちにいっても，そこにはあらゆる企業努力が集

約されている．製晶属性の影にかくされた企業の奥深いところにある収益作

用因を明らかにする必要がある．たとえば，顧客の苦情を製品開発に生かす
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しくみがととのっているかどうかといった要因も長期的な収益作用因と考え

ることができよう．そのような経営内の潜在的収益作用因を明らかにするこ

とは重要であるが，難しい作業である．このようなモデルの具体的展開は今

後の課題である．そのさい，経営内価値形成モデルでしめされたような，経

営ライフサイクノレ，製品ライフサイクル，製品の製晶単位固有の収益形成局

面，といった階層的モデルが参考になる．

　（2）収益の原因別展開の可能性

　製造業における製晶というのは伝統的に原価計算の原価計算対象であると

同時に収益計算対象であった．しかし，それにはそれなりの必然性がある．

製晶を通じて企業と顧客はもっともかかわりあいを持つからである．しかし

ながら，製品を収益作用因として認識しても，収益の発生原因としては同語

反復的意味しかもたない．

　収益をその発生原因別に展開しようというときに，比較的簡単な展開は，

収益が複合的アウトプソトから生じていると考え，それを構成する部分的ア

ウトプソトに分解し，それにたいして収益を配賦することであろう．主給付

と副給付へ収益を分解するのである．主給付と副給付は必ずしも同時に提供

される必要はないので，ひとつの仮定として，副給付のみ，あるいは主給付

のみを提供したら得られるであろう収益を予想し，それをもとに収益を分解

することは可能であると思われる．

　主給付と副給付への収益の分解は，顧客がなにに対してどれだけの対価を

支払っているかを推測することにほかならない．このような分解は，会計の

枠組みのなかで抵抗なく実行できるものであろう．

　しかしながら，消費者の行動に影響を与える要因を明らかにして，その要

因に収益を配賦するということになると，理論的・実務的に著しい困難にぶ

つかる．消費者の行動に影響を与える要因は何か，またそれがどのように収

益に影響を与えるかを明らかにするのがむずかしい．それのみならず，収益

計算のモデルとしても解決すぺき問題がある．会計は，加法性が常に成り立

たなければならない．すなわち部分の収益の合計は全体の収益になる．しか
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し，収益に影響を与える要因には加法性は，成り立たない．むしろ乗算の世

界である．いくら良い製品を作って，いくら効果的広告をしても，流通がわ

るくて顧客の手にわたらなければ収益は極端な場合Oである．

　このような相互作用をどのようにして会計で扱える足し算に分解するか．

マーケティングサイエンスでは，（足し算であらわされた）顧客の効用を

（掛け算が支配する）ブランド選択の確率に変換するのにロジット変換を行

う．同じ様な発想で，乗算的関係を加法性の成り立つように変換するという

ような方法が考えられるかもしれない．これについては今後の課題としてお

きたい．

1）顧客別収益性分析については，たとえぱ，田中隆雄「顧客別収益性の分析」

會計，第148巻第5号（1995年11月号），p．15－30参照のこと．

2）原価計算論の体系のなかに収益の理論的分析を組み込むことの必要性，レベ

ニュードライバーを明らかにすることの必要性については，日本会計研究学会第

54回大会の統一論題における筆者の報告および質疑応答において指摘した．尾

畑裕稿「原価計算論の再構築一ドイツにおける原価理論・原価計算・コントロー

リングの発展に学ぶ一」会計，第149巻第4号（1996年4月号〕，p．24－26およ

び「円卓討論：管理会言十の現状と課題」倉計、第149巻第4号（1996年4月号），

p．78－80，

3）　たとえぱ，以下の文献参照．

Foster，George　and　Mahendra　Gupta（1994），“Marketing，Cost　Management

and　Management　A㏄ounting，’’力〃閉α101〃α伽g召榊刎λ㏄o伽伽g肋一

s2α7cん．（Fa11）．p．69．

Homgren，Foster＆Dater（1994）：Homgren，C．T．，G．Foster＆S．Datar，

Co∫fλcω〃〃伽gλ〃α〃og2〆o1亙〃ρ乃αsな（Prentice　Hall　Intemationa1，1nc，

8／E，1994），p．60．

田中隆雄「企業収益の見積りとレベニュー・ドライバー」曾計，第150巻第1号

（1996年7月号），p．1－18．

4）Ertragという言葉が財務計算的概念であり，Leistungが内部計算的概念で

あるといわれているが，Leistmgという言葉が多義的なので，内部計算的な意

味での収益を表す言葉としてLeistungにかえて，Er1δsという用語が使われる

ようになってきた．H直nichen　Th．，Die　Er1bsentstehung　im　Industribetrieb
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指摘され，老の影響を実証的に明らかにする試みがなされている．たとえぱ以下

の文献を参照．Tung－Zong　Chang　A．R．Wildt，“Price，Product1nfomation，

and　Purchase　Intention：An　Empirical　Study．Jouma1of　the　Academy　of

Marketing　Scien㏄”，ヵ〃閉α’o∫肋召λcαd召刎y　oア〃αγ肋伽g　Sc｛2〃c2Vo1．22，

No．11994，pp．16－27．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学助教授）
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